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当社グループのESG推進3

ESGを経営に組み込み、VISION2030達成のための取り組みを推進

行動指針

「誠実な行動」、「人と社会を大切に」、「夢あるものづくり」

VISION 2030

未来が変わる。化学が変える。

Chemistry for Sustainable World

変化をリードし、サステナブルな未来に貢献する
グローバル・ソリューション・パートナー

基本戦略

目指すべき事業ポートフォリオ

中短期経営計画

2030年のありたい姿

目指すべき
企業グループ像

企業
グループ理念

Core Values: 『Challenge (挑戦)』『Diversity (多様性)』『One Team (一致団結)』

経営ビジョン マテリアリティ

【持続可能な社会への貢献】

【事業継続の前提となる課題】 【事業継続に不可欠な能力】

人権尊重安全

コンプライアンス

品質 安定生産

気候変動 サーキュラー
エコノミー 食の安心健康とくらし 住みよいまち

ライフサイクル全体を意識した製品設計

パートナーシップ

人的資本企業文化

イノベーション

デジタルトランスフォーメーション

目指す未来社会

環境と調和した
循環型社会

サーキュラーエコノミー
への転換

多様な価値を生み出す
包摂社会

多様な価値連鎖の追求

健康・安心にくらせる
快適社会

柔軟かつ強靭な社会

経営戦略及び経営目標の達成に影響を与える
当社グループを取り巻く事象がもたらす不確実性及び変化
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持続可能な成長に向けたKPIマネジメント推進4

マテリアリティに紐づくKPIマネジメントの遂行によりVISION 2030目標達成に向けた

持続可能な成長を確実なものとする

足元の状況はどうか
（コンディション）

確実に成長しているか

レベルアップできているか

KPIの達成状況と目標との
整合性は取れているか

KPIマネジメント

企業価値向上

遂行による

年4回のESG推進委員会にて、
2030年の非財務目標達成への
貢献の視点でKPI進捗をレビュー

2025年度ESG推進委員会討議

ESG推進委員会にて、
非財務KPI実績のレビューと
次年度目標設定

➢ グローバルな開示基準に沿った
非財務情報開示に向けた
マテリアリティの再確認

2025年度ESG推進委員会
討議・報告

➢ BV・RV
➢ 人権尊重
➢ 人的資本
➢ 気候変動
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非財務KPIの進捗状況5

各非財務KPIは2030年度目標に向け着実に進捗

マテリアリティ 非財務KPI 2024年度 実績 2030年度 目標

・気候変動
・サーキュラーエコノミー
・健康とくらし・住みよいまち・食の安心
・ライフサイクルを意識した製品設計

• GHG排出量削減率 (Scope1＋2) 
• Blue Value®製品売上収益比率
• Rose Value®製品売上収益比率

• 28%
• 26%
• 25%

• 40%
• 40%
• 40%

安全 • 重大事故・重大労災件数 • 2件 • ゼロ※※ ※※VISION 2030期間中

人権尊重 • 人権リスクへの対応 • 人権DDの実施 • 全拠点人権DDシステム構築

コンプライアンス • 重大な法令・ルール違反件数 • ゼロ • ゼロ※※

品質 • PL事故、重大品質インシデント件数 • ゼロ • ゼロ※※

安定生産 • 高額損失トラブル件数 • 3件 • ゼロ

企業文化 • エンゲージメントスコア • 36% • 50%

人的資本

• 戦略重要ポジション後継者候補準備率
• 執行役員多様化人数※

• 女性管理職比率※

• 生活習慣病平均有所見率※

• メンタル不調休業強度率※ ※単体

• 235%
• 経営者候補多様化率 24.1%
• 8%
• 10.32%
• 0.69

• 250%
• ≧10名(内,女性≧3名)
• 15%
• ≦8.0%
• 0.25

デジタルトランスフォーメーション • データサイエンティスト数 • 104名 • 165名(FY25 Target)

イノベーション
• 事業部所管テーマ数
• 未来技術創生センターにおける開発新

領域数

• 予備的市場開発ステージへのアップ率
11%

• 研究開発テーマ 5件

• ≧2倍(2020年度比)
• ≧3領域

パートナーシップ •  持続可能な調達率
• 重要取引先への調達ガイドライン説

明: 19件
• 80%
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FY2030目標達成に向けて計画通りに進行、40％削減達成に目途
FY2050目標カーボンニュートラル達成に向けて、他社・地域連携とCCUS関連技術開発を推進

カーボンニュートラルに向けたScope1,2排出量削減の進捗6

443
万t

615
万t

375
万t

新増設

省エネ
再構築
など

カーボン
ネガティブ技術など

▲40%

達成に目途

▲80%

以上

千葉LLP1基化
千葉PP停止
市原PH停止
TDI最適化など 更なる他社・地域間連携で

技術の集結、実装

計画通りに進行中

■ アンモニア燃焼分解炉
GI基金活用による技術開発 ：30年導入予定
他社連携によるアンモニア調達 ：30年開始予定

■ 重油からLNGへの転換 ：30年開始予定
（大阪工場）
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FY2050削減目標達成に向けた取組み7

椿 俊太郎 准教授（特許出願）

マイクロ波を用いたCO2回収システムの開発

マイクロ波加熱により従来より省エネルギー

且つ短時間でCO2を脱離させることに成功

＜従来の化学吸収法＞
外部から加熱⇒必要エネルギー大

熱 熱

＜マイクロ波加熱＞
選択的加熱⇒必要エネルギー小

CO2 CO2

時間

C
O

2
脱
離
量

従来加熱

マイクロ波加熱

■ 課題

 実用化に向けた吸脱着器のスケールアップと性能向上

■ 社会実装化

 30年度以降の実機適用想定（市原/大阪工場）

カーボンニュートラル(CN) 構想

CO2

FO

FG

ナフサ
分解炉

ボイラー

燃料

燃料

CO2

CO2

プラント

CO2

低炭素燃料
転換

脱炭素燃料
転換

アンモニア
燃焼分解炉設置

CN施策

現状

副生物の
原料化

蒸気

CCUS

CO2分離・回収

回収設備
CO2

カーボンニュートラル構想実現に向け
三井化学カーボンニュートラル研究センター（MCI-CNRC）において革新技術開発

他社・地域間
連携

CN達成へ
・CNクラッカー実現
・カーボンネガティブ技術実装 等
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MCI単体 MCI単体 MCI単体 MCI-G連結 MCI-G連結 

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

Scope3算定の取組み8

主要連結子会社を含めたScope3の算定・開示を開始

カテゴリー
1

カテゴリー
12

カテゴリー
11

1169

1067

1598

1140

1570

その他

(Scope3排出量/万ton-CO2)

算定範囲：当社単体
算定期間：前々年度実績

*カテゴリー11はこれまで一部のプラスチック
素材の間接使用段階排出も 推定していたが、
正確性と妥当性を考慮して算定手法の見直しを
実施し、MCI-G連結算定においては直接使用
段階排出のみを算定対象とした

これまで

2025年

算定範囲：売上高ベース 9割以上*をカバー
*Scope1,2の範囲と同じ

当社GのScope3全体像を把握可能

算定範囲：当社および主要連結子会社へ拡大
売上高ベース 約7割をカバー

算定期間：前年度（2024年度）実績
算定手法：精度向上のため一部見直し

2026年

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

カテゴリー1：購入した製品
カテゴリー11*：販売した製品の使用
カテゴリー12：販売した製品の廃棄



新事業・研究開発による事業ポートフォリオ変革

表 利彦
OMOTE Toshihiko
Mitsui Chemicals, Inc.
CTO
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Sep. 30, 2025成果と利益にこだわった技術経営へ10

新たな事業や技術に挑戦し、新規事業創出による将来のパイプラインを確
保することは、当社グループの持続的な価値創出のために必要不可欠です。

ただし、不確実性のあるリスクを抱えた新規事業における資本コストは当
然高くなります。

したがって、新規事業創出は初期段階から、市場への高い付加価値提供と
資本コストを上回る高いリターンを得ることを貪欲に目指さなくては意味
がないということです。

決して短期的な成果だけでなく、中長期的かつ持続的な視点での成長を
「ほらね！」と示していくことが当社グループをご支援いただく多くのス
テークホルダーの方々からの信頼を得る鍵になると考えています。

私たちは常にプロフェッショナルである自覚を持って、常に成果と利益に
こだわる姿勢を持ち続けることが重要です。

今後も、経営と技術をつなぐ立場として、着実な成果の積み重ねを通じ、
持続的な価値創出に取り組んでいきます。

常務執行役員 CTO 表 利彦

Copyright © 2025  Mitsui Chemicals, Inc.



Sep. 30, 2025事業ポートフォリオ変革の追求の方向性 ～ 夫々の経営の仕方が異なる11

B&GM

グリーンケミカル事業推進室

現在

積極投資・回収 オーガニック成長 新事業・M&A・提携

成長加速に資するM&Aを含めた積極的な資源投下、グローバル展開
収益性・資本効率性に課題のある事業の再構築、ポートフォリオ変革

現在
再構築加速

 PH TDI
 PTA/PET PE/PP

ダウンフロー強化
 高機能PP 高機能MDI  触媒

脱炭素
 アンモニア燃焼

バイオマス
 バイオマスナフサ

リサイクル
 ケミカルリサイクル

CCU
 カーボンニュートラルセンター

高成長・高収益の
グローバルスペシャリティカンパニーへ

地域・他社連携の推進加速

成
長
領
域

L&HC

モビリティ

ICT

VISION 2030 足元～ ～2030

メガネレンズ材料
農業化学品
タフマー®

アドマー®

イクロステープTM

アペル®

メガネレンズ材料・コート材
農業化学品
自動車材他多用途
モノマテリアル材
半導体関連材
光学関連材

既存周辺
メディカル領域
半導体・実装領域
ソリューション

日本の産業を支える強靭な
ベーシック＆グリーンマテリアル

カンパニーへ

2025年5月30日｢経営概況説明会｣資料転載

Copyright © 2025  Mitsui Chemicals, Inc.



Sep. 30, 2025

グローバルNo1製品

製販研一体の半導体製造フィルム事業会社

インド・EMEAへ展開
日本・中国に製造･技術サービス拠点

グローバル供給体制構築（日本・米国）

グローバルに展開、シンガポールに本社機能

日･米･欧･中･アジアに製造･開発拠点

茂原に製造･研究を集約

製販研一体の研究開発型企業で事業運営

グローバルに周辺技術を獲得

成長領域における主な製品群12

ビジョンケア、農業化学品、特長あるポリマー群の拡大、半導体･実装分野での幅広い製品展開

タフマー®

αオレフィンコポリマー
世界No2

PPコンパウンド 世界No2

世界No1

世界No1
(スマホ撮像レンズ)

世界No1

三井EPTTM

エチレンプロピレンターポリマー
アジアNo3

メガネレンズモノマー 世界No1

ジノテフラン 国内No2
(ネオニコチノイド系)

国内No1
(ピレスロイド系)

トレボン®

エトフェンプロックス

テネベナール® (新規有用性､市場形成中)

POD※ 日本､インド
No1

アペル®

イクロステープTM

アドマー®

接着性ポリオレフィン

世界No1ペリクル

(25年上市)InnoCell®

L&HC モビリティ ICT

※）POD：ポリオレフィンディスパージョン

Copyright © 2025  Mitsui Chemicals, Inc.



Sep. 30, 2025製品・事業拡大における技術の系譜13

精密合成技術、ポリマーサイエンスといったコア技術を深耕し、加工や複合化技術を融合
新たな価値を創出することで継続的に製品、事業を拡大

1920 30 40 50 60 70 80 90 2000 10 20

1912
石炭化学による
有機合成化学事業開始
硫安肥料

1946クロロピクリン 1987トレボン®

2001スタークル®

(ジノテフラン)

2019テネベナール®

1987メガネレンズモノマー
MRTMシリーズ

1963ポリウレタン原料

2014XDI大型プラント

2013新規PUエラストマー
FORTIMO ®､STABiO ®

1984ペリクル 2021EUVペリクル

1951フィルム事業開始

1987イクロステープTM

1995アペル®

2023DiffrarTM

1958HDPE

1962PP

1969三井EPTTM

1975タフマー®

1975アドマー®

1997メタロセン触媒法タフマー®

2008メタロセン触媒法三井EPTTM

2025InnoCell®

1974TPX®

1958石化コンビナート

最近の受賞歴(抜粋､略記)

24年度日本化学会｢化学技術賞｣
超高分子量ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝ微粒子ﾊﾟｳﾀﾞｰ

23年度日本化学会「化学技術賞」
応力吸収α-ｵﾚﾌｨﾝ共重合体

22年度GSC賞｢経済産業大臣賞｣
ﾊﾞｲｵ由来C5ｲｿｼｱﾈｰﾄ･ﾎﾟﾘｳﾚﾀﾝ

20年度木材保存協会｢技術奨励賞｣
防蟻剤ﾃﾈﾍﾞﾅｰﾙの開発

精密合成

ポリマーサイエンス

加工・複合化

Copyright © 2025  Mitsui Chemicals, Inc.



Sep. 30, 2025
14

成長市場における新たな需要･用途に合致した特長あるポリマー群を創出し続け、
グローバルに事業成長

0

50

100

150

200

250

300

350

1970 2000 2016 2020 2024≈

包材自動車

新規用途EVエンプラシューズ

太陽電池封止材

大型プラント稼働(第1ライン)
増設(第2ライン)

日本初α-オレフィンコポリマー｢タフマー®｣実用化

メタロセン触媒法｢タフマー®｣

本社機能シンガポール移管

ワイヤー･ケーブル

販売数量

結晶／非晶ナノオーダー構造制御

メタロセン触媒法プロピレン系｢タフマー®｣

タフマー®事業～ポリマーサイエンスを活かした製品ポートフォリオ拡大

増設(第3ライン)増強

用途展開

Copyright © 2025  Mitsui Chemicals, Inc.



Sep. 30, 2025PPコンパウンド事業 ～ グローバル製造・開発拠点の拡充15

日･米･欧･中･アジアとグローバルに製造･開発拠点を拡充し、
現地ニーズに合わせた差別化材料の開発･投入より事業成長

0

100

200

300

400

500

1980 2021 2022 2023 2024≈

拠点設立

拠点設立

拠点設立

能力増強

拠点設立

高剛性材
軽量化材

リサイクル材
バイオマス材

無塗装材
低臭気材

差別化材料

営業利益・
コア営業利益

能力増強

能力増強

能力増強

能力増強

能力増強

能力増強

製造、 開発

Copyright © 2025  Mitsui Chemicals, Inc.



Sep. 30, 2025ビジョンケア材料事業 ～ 周辺技術をグローバルに獲得16

将来のあるべき事業ポートフォリオを想定
精密合成技術を核に、必要となる技術を世界各国から積極的に導入し、事業を拡大

0

200

400

600

800

1000

1200

1990 1990 2016 2024

XXXXX メガネレンズ加工機器･技術獲得

Coburn Technologies社買収

コート材・
加工機器

≈

メガネレンズ用コーティング材料事業参入

SDC Technologies 社買収

高性能防曇コーティング製品･技術獲得

FSI Coating Technologies社買収

低屈折率材料獲得

Acomon社買収

中～高屈折率材料獲得

KOC社(現ML TECH)買収

超撥水・反射防止ｺｰﾃｨﾝｸﾞ製品･技術獲得
COTEC社買収

UV硬化ハードコーティング製品･技術獲得

LTI Coating Technologies社買収

Corning社

調光レンズ材料事業買収

革新的な分子構造を持つ高屈折率メガネ
レンズモノマーMRTMシリーズ上市

売上高･売上収益

レンズ材料

James Robinson社
調光色素技術獲得

Copyright © 2025  Mitsui Chemicals, Inc.



Sep. 30, 2025

研究本部

事業本部

ICT 開発部

L&HC 開発部

モビリティ 開発部

研究開発体制の強化（2025年10月1日付）17

技術領域ごとの研究開発体制

◼ 研究開発本部

◼ 研究開発企画管理部

◼ （Mitsui Chemicals Singapore

R&D Center）
◼ 合成化学品研究所

◼ 高分子･複合材料研究所

◼ 生産技術研究所

◼ ﾓﾋﾞﾘﾃｨﾃﾞﾍﾞﾛｯﾌﾟﾒﾝﾄｾﾝﾀｰ

◼ ICTソリューション研究センター

◼ 未来技術創生センター

新事業開発センター

先端材料･ソリューション研究所

触媒･プロセス研究所

加工生産技術センター

知的財産部

Mitsui Chemicals Singapore R&D Center

機能と役割を明確化し成果最大化を目指した有機的なイノベーション体制

開発（部）は、事業（部）と一体となることで、製品･ソリューション開発を加速
研究（所）は､コア技術を強化､ Blue Value®･Rose Value®製品･サービスの拡大に資する

既存事業領域に加え､新たな領域の製品･ソリューションを創出

研究企画管理部

OI共創推進室※1

◼ 知的財産部

◼ 加工生産技術センター

◼ 新事業開発センター

※1）OI：Open Innovation ※2）含、高度分析

デジタルサイエンスラボ※2
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Sep. 30, 2025研究開発機能のグローバル体制強化 ～ 全社横串機能の拡充18

既存市場に加え、成長市場・新興市場における技術サポート体制を強化
市場と最先端技術の獲得にスピーディーに対応する、グローバルにフラットな分散型へ

グループグローバルの技術サポート体制強化

24年12月 テクニカルソリューションセンター拡張

Mitsui Chemicals Europe（Düsseldorf, Germany）

25年2月 テクニカルセンター開設

Mitsui Chemicals India（Haryana, India）

Singapore R&D

（含､TS※）

上海

今後のR&Dグローバル拠点･アーキテクチャのあり方

海外

海外

凡例

当社R&D､TS※拠点

お客様､外部機関等

（アフリカ拠点検討中）

※）TS：技術サポート

今後

現在
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Sep. 30, 2025オープインイノベーション ～ 組織的産学官連携の拡大19

第一線の研究者が集まる大学などとの組織的連携により、中長期的な社会課題を解決
今後、連携をグローバルに拡大

2021年

I2CNER 研究棟

2021年11月
▶九州大学にあるWPI拠点※の一つである、カーボンニュートラ

ル・エネルギー国際研究所｢I2CNER｣内に、三井化学カーボン
ニュートラル研究センター｢MCI-CNRC｣を設置

※）WPI拠点：世界トップレベルの研究拠点｡18拠点が選定されている

2023年

2023年4月
▶北海道大学にあるWPI拠点※の一つである、

化学反応創成研究拠点｢ICReDD｣内に、
三井化学-ICReDD化学反応設計イノベー
ション部門を設置

▶ 京都大学工学研究科に産学共同研究講座
三井化学･京大デジタルケミカルラボを設置

2025年

2025年1月
▶ (公財) ナノ医療イノベーションセン

ター内にMCI-iCONM共創ラボを設置

ナノ医療イノベーションセンター施設

Copyright © 2025  Mitsui Chemicals, Inc.



Sep. 30, 2025新規事業立ち上げのためのイノベーションプロセス20

自社研究開発部門だけでなく、アカデミアやCVCなども含めたスタートアップと
協業し、新規事業開発を推進

構想段階
アイデア出し

ビジネス提案
推定ビジネス

ラピッドプロトタイプ
顧客とPOC※を実施

検証、修正

潜在顧客の反応
ビジネスモデル
マネタイズ提案

小さくビジネス開始
適宜軌道修正

新事業
立ち上げ

0 1 10 50 100

創りたい未来を実現する
次世代プラットフォームの
研究
(主に大学や公的研究機関)

自社研究開発
大学との協業 新事業につながるプログラムを加速する

(CVC、新事業開発など)
既存事業部
(新規事業推進部)

CVC､協業等

モニタリング
カーブアウト

ビジネスアイデア

新事業
候補

※）POC: Proof of concept 
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Sep. 30, 2025スタートアップ投資の拡大 ～ 第2号CVCファンド｢321Catalyst ｣設立21

国内外のスタートアップ企業への投資を行い、
新事業・新製品創出の加速を通じて事業ポートフォリオを変革

321FORCE
（22年7月設立）

321Catalyst
（25年5月設立）

ファンド規模 50億円 60百万米ドル

運用期間 10年間 ←

対象ステージ・地域 シード期以降のスタートアップ・全世界 ←

無限責任組合員（GP） グローバル・ブレイン株式会社 321Catalyst Ventures, Inc.
（Mitsui Chemicals America, Inc. 100%）

有限責任組合員（LP） 当社 321Indigo Ventures, Inc.
(当社100％子会社)

⚫ さらなるグローバル共創案件の発掘と新製品・新事業創出の加速

⚫ 自社ファンドの米国設立により、これまで以上にグローバルな視点で当社とシナジー性が
高いスタートアップに投資し、投資先との共創を通してスピード感を持って新事業を立上

2号ファンド
設立目的等

321FORCETM投資先

ロボット向けAI光トランシーバー脂肪細胞培養青果物輸出iPS疾患細胞細胞培養装置創薬支援人工肩関節 AIシステム位置情報
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Sep. 30, 2025融合による新たな価値の創造22

当社保有の特長ある素材に精密加工技術などの保有技術を融合させ、
アカデミアやスタートアップと共創することで新たな価値を創造

酸素透過培養プレート 不織布足場材酸素透過バッグ 生体適合性細胞保存液

表面改質

ナノ流路作成

精密加工技術

特長ある素材

繊維径・長制御

立体成形

設計・モデル

コーティング

3Dプリンタ

計算科学・AI
特殊ポリオレフィン類
生分解性ポリマー
アミノ酸類

×

prototype

個別化医療創薬 再生医療
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Sep. 30, 2025

知財戦略
⚫ 権益確保、特許網構築
⚫ 調査・解析、クリアランス、戦略的活用
⚫ 外部活用を視野に入れた価値の最大化検討

製造･エンジニアリング

無形資産の価値の最大化 ～ 攻守兼ね備えた知的財産戦略へ23

競争優位実現のための戦略的な知財の活用に加えて、
不要な知財の売却などによりキャッシュ創出をいっそう図る攻める知財戦略へ

ライセンス
・

売却

自社

他
社

使用無し

使用無し

使用している／
使用可能性あり

使用している／
使用可能性あり

外部活用視点の強化知財戦略の強化

研究開発

事業戦略

許諾／譲渡
技術

特許

権利化

技術アセットのプラットフォーム化

収益化競争優位の実現
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Sep. 30, 2025

デザイン&ソリューションセンター内

共創空間と研究開発拠点を活用した新事業・新製品開発の加速24

東京八重洲「Creation Palette YAE®」を入口として、
研究開発機能が強化された各拠点において共創テーマを具体化

デザイン&ソリューションセンター

デジタルサイエンスラボ®

24年12月開所
クリエイティブインテグレーションラボ®

24年10月開所

Creation Palette YAE®

24年10月開所
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未来が変わる。化学が変える。
Chemistry for Sustainable World

変化をリードし

サステナブルな未来に貢献する

グローバル・ソリューション・パートナー

25
Copyright © 2025  Mitsui Chemicals, Inc.



Challenge Diversity One 

Team

本資料の計画は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した予想であり、リスクや不確実性を含んで

おります。従いまして、実際の業績は今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。

Chemistry for Sustainable World

未来が変わる。化学が変える。
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